




























(１) Directive2005/56/EC of the European Parliament and of the Council of26October
2005on cross-border mergers of limited liability companies,OJ NoL310,25.11.2005,
p. 1. 本指令は、http://europa.eu.int/comm/internal market/company/mergers/index
 
en.htmから入手できる。






(５) Verordnung （EG)Nr.2157/2001des Rates vom 8.Oktober 2001u?ber das Statut
 





































（６) Richtlinie2001/86/EG des Rates vom 8.Oktober 2001zur Erga?nzung des Statuts
 
der Europa?ischen Gesellschaft hinsichtlich der Beteiligung der Arbeitnehmer,ABl.Nr.
L 294vom 10.11.2001,S.22.
(７) Vorschlag fu?r eine Richtlinie des Europa?ischen Parlaments und des Rates u?ber die
 
Verschmelzung von Kapitalgesellschaften aus verschiedenen Mitgliedstaaten, KOM
（2003)703endg.この紹介として、「海外情報」商事法務1685号(2004）108－109頁。






















































































場所（principle place of business;Hauptniederlassung）に関する情報を要求して
いる構成国の制定法に対して、法律効果を及ぼすものではない。













































（16) 構成国は、より良い立法に関する組織間協定（Interinstitutional  Agree-






















































































































































































































































































（b) ４条１項、２項 a号、g号および h号ならびに３項、
（c) ５条
（d) ６条
（e) ７条１項、２項１文 b号および２文および３項。しかしながら、本指令の
目的のために、〔労働者参加〕指令（2001/86/EC）７条２項第１文 b号によ
って要求された割合は、その指令の付則第３部に含まれた基準ルール?受け
皿規制>（standard rules;Auffangsregelung）の適用のために25％から33１／３％
へと引き上げられるものとする。
（f) ８条、10条および12条
（g) 13条４項
（h) 付則第３部 b号
早法81巻４号（2006）464
（4) 構成国は、第３条において言及された原則および手続きを定めるに際して、
次のように行動する。すなわち、
（a) 構成国は、合併に参加した会社の関係する機関に、国境を越えた合併によ
って生じる会社が、その本店を置くものとされる構成国の法によって定めら
れた、３項 h号において言及された参加に関する基準ルール?受け皿規制>
を、前もって協議することなく、直接したがうことを選択し、そしてこの規
制を登記の時点から遵守する権利を与えるものとする。
（b) 構成国は、特別の交渉機関に、労働者の少なくとも３分の２を代表してい
る構成員の３分の２の多数決―少なくとも二つの異なる構成国における労働
者を代表している構成員の投票を含む―によって、協議を開始しないこと、
またはすでに開始した協議を終了すること、そして国境を越えた合併から生
じる会社の本店が置かれることになる構成国で実施されている参加に関する
ルールに従うことを決定する権利を与えるものとする。
（c) 構成国は、事前の協議の後、参加に関する基準ルール?受け皿規制>が適
用される場合において、このルール?規制>にかかわらず、国境を越えた合
併から生じる会社の管理機関における労働者の代表の割合を制限することを
決定することができる。しかしながら、国境を越えた合併に参加した会社の
一つにおいて、労働者代表が、管理機関または監督機関の少なくとも３分の
１から構成されるときは、その制限は、管理機関における労働者代表の割合
が３分の１よりも低い割合とすることは決して許されない。
（5) 労働者共同決定権?参加権>を、２条 b号にしたがって、他の構成国で雇
用された、国境を越えた合併から生じる会社の労働者に拡大することは、構成国
に、国内法の下で、参加権を生じさせる労働者の数を計算する場合に、それらの
労働者も計算に含めるようにすることを選択するいかなる義務も生じさせるもの
ではない。
（6) 合併に参加した会社の少なくとも一つにおいて、労働者共同決定?参加>
制度が存在しており、かつその会社に、〔本条〕第２項の規制が、国境を越えた
合併から生じる会社に適用される場合には、その会社は、共同決定権?参加権>
の行使を可能にする法形態を採用する義務を負うものとする。
（7) 国境を越えた合併から生じる会社に労働者の共同決定?参加>制度が適用
される場合、その会社は、それに国内の合併が続く場合に、労働者の共同決定
?参加>が、国境を越えた合併の発効の後、３年の間、本条で定められた規制の
準用によって保護されることを確保するために措置を講じる義務を負うものとす
る。
翻 訳（正井) 465
第17条 (効力）
12条によって発効した国境を越えた合併は、もはや無効と宣言されえない
第18条 (調査）
19条第１文において定められた期日の５年後、委員会は、本指令を、その適用
において得られた経験に照らして調査し、必要であれば、その変更を提案する。
第19条 (実施）
構成国は、2007年12月15日までに、本指令を遵守するために必要な法律、規則
および行政上の規定を施行するものとする。
構成国が、これらの規定を公布する場合、構成国は、その規定自身において、
または官報において指摘することによって、本指令を引き合いに出すものとす
る。構成国は、そのような引用の方法を定めるものとする。
第20条 (発効）
本指令は、EU官報に公示された後20日目に発効するものとする。
第21条 (名宛人）
本指令は構成国に向けられている。
2005年10月26日、シュトラスブールクにて。
ヨーロッパ議会議長 J.BORRELL FONTELLES
閣僚理事会議長 D.ALEXANDER
早法81巻４号（2006）466
